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業務仕様書 

 

１ 件名  

令和６年度北九州市国民健康保険特定健診データ分析及び受診勧奨業務 

 

２ 委託の目的 

福岡県北九州市（以下「発注者」という）国民健康保険の令和４年度特定健診受診率

は３５．２%であり、第 3 期データヘルス計画で設定している「令和１１年度に受診率

６０％」という目標値との乖離は大きい。他の年代と比較して受診率が低い４０～５９

歳の若い世代および、その他受診率の向上に影響が大きいと考えられる対象者層に対して、

データを活用した特定健診の未受診者に向けた効率的・効果的な施策を立案し、実施す

ることで特定健診受診率の向上を図る。 

 

３ 発注者が行う業務 

（１）関係データ等の提供 

ア 発注者は委託業務に使用するため、健診結果データ等（別紙１「発注者が受注者

に提供するデータ等」）を受注者に提供する。 

イ データの提供に当たっては、原則として、発注者から受注者へ LGWAN を通じて提

供または直接手渡しするものとする。 

ウ イの運用ができない場合は、受注者が指定するセキュリティの担保されたファイ

ル共有サービス、または追跡サービス付きの手段（レターパック、書留、特定記

録郵便、ゆうパックなど）の利用により発注者受注者間でデータの授受を行う。 

エ イ、ウとも運用ができない場合は、発注者受注者協議の上、個別に提供方法を定

める。 

  

４ 受注者が行う業務 

（１）データ分析業務 

受注者は前項により発注者が提供するデータ等について、効率的・効果的な受診勧

奨を実現するためのデータ分析業務を行う。なお、受領したデータの保存拠点は日本

国内とすること。 

 ア データ分析を可能にするためのデータ加工業務 

発注者から提供される各データファイルを統合し、データ分析が可能になる状

態にデータを加工する作業を行う。 

 イ 受診勧奨すべき対象者の特定業務 

データ分析により、健診対象者ごとの健診受診の予測値（受診確率）を算出す

る等して、受診勧奨すべき対象者の優先順位付けを行う。 
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ウ 受診勧奨対象者の健康意識等の特定業務 

イにより優先順位付けした「受診勧奨すべき対象者」を、健康意識等のデータ

を基に分析し、対象者の特徴別に複数のグループに分類する。 

エ 受診勧奨対象者の決定業務 

健診対象者の健診受診の予測値（受診確率）及び健康意識等による個別特徴を

加味し、①受診勧奨すべき対象者をグループ分けして、②その対象者が属するグ

ループに適した受診勧奨メッセージを作成する。これに対する発注者の合意をも

って、受診勧奨対象者を最終決定する。 

  オ 医療機関ごとの特定健診実施状況等の分析業務 

    医療機関ごとの特徴を捉えることを目的として、①特定健診対象者における医

療機関ごとの通院者数、②特定健診実施医療機関における対象者の通院状況及び

特定健診受診状況、③特定健診実施医療機関における直近１年間の特定健診受診

状況、④特定健診未実施医療機関における対象者の通院状況及び特定健診受診状

況について分析を行い、リストを作成する。 

 

（２）通知による受診勧奨業務 

受注者は（１）に定めるデータ分析の結果を元に、次のとおり受診勧奨を実施する。 

ア 対象者 

４０～５９歳の北九州市国民健康保険特定健診対象者で、受診勧奨通知発送時

点で令和６年度の特定健診受診確認ができない者。ただし、北九州市第３期デー

タヘルス計画及び第４期特定健康診査等実施計画の目標を達成するため、有効と

考えられる場合は協議の上、その他の年代および当該年度の法定報告値として算

出しない対象者に対しても受診勧奨を行う場合がある。４０～５９歳の最大実人

数は 39,960 人であるが、発送数は受診者等の数により変更となる場合がある。 

イ 通知物の内容 

通知物（受診勧奨用資材）については、ナッジ理論を踏まえ、ソーシャルマー

ケティング手法（想定されるタイプへのインタビュー調査等を元にした行動科学

モデルにもとづき勧奨対象者の特性に合わせた個別具体的なメッセージを作成

する手法）を活用して作成する。なお、通知物は５種類以上とする。 

  ウ 前年度受診情報の印字 

    前年度受診情報が確認できる対象者に対しては、以下に則り対象者の決定と通

知物の作成を行う。 

   ⅰ）対象者の決定 

     FKAC167より前年度の受診が確認できた対象者のうち発注者の承認が得られ

た対象者を送付対象とする。 

   ⅱ）通知物の作成 
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     過去に統計的手法等に基づき効果検証した実績が証明できる通知物を発注

者の実態に即した内容に修正して作成し、前年度に個別健診を受診している対

象者には受診した医療機関を印字できる枠を掲載する。 

エ 通知物の印刷 

発注者が提供する情報を基に送付対象者の郵便番号、住所、宛名を記載した通

知物を圧着ハガキ形式で印刷する。圧着ハガキの種類は、Ｖ型を基本とする。但

し協議のなかで金額に変更がなければＺ型も可とする。また、ウⅰ）で決定した

対象者に関しては、ウⅱ）で作成した通知物に前年度受診した医療機関を個別印

字する。 

オ 通知物の宛名印字 

宛名印字に関しては漢字、カナまたは英字の印字にて行う。通知物に直接印字

できない場合は、宛名ラベルの貼付でも可とする。 

受注者の指定する形式の外字ファイルを用い、外字への変換に対応する。 

この際、転居情報などは、発注者が提供する情報に全て反映されているものとす

る。 

カ 通知物の校正 

通知物の印刷内容に関して、発注者に事前に校正の確認を行う。受注者は、発

注者の要望による修正を実施するが、その回数は最大３回とする。 

キ 受診勧奨対象者の最終決定 

  発注者から提供される既健診受診者などの除外対象者となる情報を基に、最終

的な勧奨対象者に発送を行う。除外対象者の情報は、原則発送日の２週間前まで

の授受とする。それ以降の勧奨対象者の変更は行わない。 

ク サンプル納品 

通知物納品時に、発注者に対し各１０部のサンプルを納品する。 

ケ 通知物の発送 

  完成した通知物を発送する。 

コ 通知物の発送回数 

    年度内 2回以上 

    令和６年９月頃、令和６年１２月頃予定（発注者受注者による協議の上決定す

る。） 

 

（３）通知物のデザイン作成業務 

   通知物のデザイン案を作成し、データを納品する。 

ア 対象者 

60～74 歳の北九州市国民健康保険特定健診対象者で、受診勧奨通知発送時点

で令和６年度の特定健診受診確認ができない者。（５）の対象者を除く。 
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イ 通知物の種類 

    2 種類（ハガキの表面のみ）（1回目送付用、2回目送付用） 

    送付時期については（２）と同時期を想定しているが、発注者受注者による協

議の上決定する。 

  ウ 納品方法 

    CD-R に格納し PDF で納品する。 

 

（４）特定健診 Web サイトの作成業務 

   受注者は、受診を促すための Web サイトを、発注者受注者協議の上作成する。 

 Web 案内ページの作成にあたっては、健診実施医療機関の位置情報が確認できる

機能や、携帯電話から直接電話をかけることができるなど、健診予約につながる要

素を取り入れること。 

 また、既存の集団検診予約センターネット予約サイトへアクセスできるようにす

ること。 

 

（５）ＳＭＳ（ショートメッセージサービス）を活用した受診勧奨 

  ア 対象者 

    受注者は、４０～６５歳の北九州市国民健康保険特定健診対象者で、受診勧奨

通知発送時点で令和６年度の特定健診受診確認ができない者のうち、携帯電話番

号を保有する者に対し、ＳＭＳを活用した受診勧奨を実施する。４０～６５歳の

最大実人数は 7,700 人であるが、発送数は受診者等の数により変更となる場合が

ある。 

イ 通知物の内容 

通知メッセージについては、ナッジ理論を踏まえ、他自治体において特定健診

Web サイトへのアクセス状況や受診率への効果が見込まれたメッセージを活用し

て作成する。また、特定健診 Web サイトの URL を表示し、配信元は対象者の使用

キャリアに応じて発注者の連絡先電話番号または特定の数字とする。 

  ウ 通知物の校正 

通知メッセージの内容に関しては、発注者に事前に校正の確認を行う。受注者

は、発注者の要望による修正を実施するが、その回数は最大３回とする。 

    エ 受診勧奨対象者の最終決定 

    発注者から提供される既健診受診者などの除外対象者となる情報を基に、最終

的な勧奨対象者に通知する。除外対象者の情報は、原則発送日の２週間前までの

授受とする。それ以降の勧奨対象者の変更は行わない。受注者は勧奨対象者リス

トを発注者に納品する。 

  オ ＳＭＳの通知回数 
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   年度内２回程度 

   令和６年９月頃、令和６年１２月頃予定（発注者受注者による協議のうえ決定す

る）。 

  

（６）報告及び納品、その他業務 

受注者は委託期間中、ア～オの報告業務等を行う。 

  ア 期中報告業務 

（１）に定めるデータ分析の結果について、本市全体および区ごとにまとめ、

発注者に対し報告する。 

イ 完了報告業務 

委託期間が終了するまでに、委託期間中の最新の受診結果データに基づく、受

診勧奨事業実施による受診率の変化等（全体受診率・過去健診経験者受診率・過

去健診未経験者受診率を年間及び月別の集計を含む）ついて効果検証を実施し、

その結果を発注者に対し報告を行う。報告に当たって必要なデータは、発注者か

ら受注者へ直接提供する。 

上記効果検証を基に、次年度以降に実施すべき受診勧奨業務の有効な施策につ

いて、発注者に提案を行う。 

委託期間が満了したとき、または業務が完了したときは、業務に係るデータの

消去あるいは廃棄について、発注者に対し報告する。 

また、再委託を行った場合は、再委託の結果および再委託先の業務に係るデー

タの消去あるいは廃棄について、発注者に対し報告する。 

  ウ 電子データの納品 

    委託期間が終了するまでに、通知物の原稿（電子データ：PDF）を納品する。 

  エ 情報セキュリティインシデント対策 

    個人情報を扱う環境においては、不正プログラム対策ソフトウェアおよび修正

プログラムの適用による対策を行う。 

情報セキュリティインシデントが発生した場合は、原因特定のため、アクセス

ログを発注者に提出する。なお、業務計画書に情報セキュリティインシデントが

発生した場合のエスカレーションルールを記載すること。 

  オ その他必要とされる業務 

発注者の取り組み状況に応じて必要と考えられる事業を提案し、発注者との同

意のもと実施する。本契約内容に定めのない事業の実施を検討する場合は、発注

者及び受注者の協議にて単価等を設定し実施する。 

 

５ 発注者・受注者が行う業務 

（１）委託業務の開始に当たり、発注者・受注者は委託業務の詳細を決定する打合せを
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実施する。 

（２）打合せ場所や日時、方法については、発注者及び受注者が協議の上で決定する。 

 

６ その他の特記事項 

（１）受注者は発注者が要請する緊急の連絡や協議には実務上可能な限り迅速に対処す

る。 

（２）受注者が従来から著作権を有する著作物を除く、成果品の著作物に関する著作権

は受注者に帰属するが、受注者が成果品を外部に提示する場合、事前に発注者の許

可を得るものとする。 

（３）その他、業務仕様書に定めのない事項については、発注者及び受注者が協議して

定める。 


